
 

１－２  汚水処理施設の種類    

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道法に 
基づく施設 
［国土交通省］ 

流 域 下 水 道 
２市町村以上の区域の下水を排除し処理

する下水道で、府が管理するもの  

集
合
処
理
施
設 

公共下水道(広義) 
主として市街地における下水を処理する

もので計画人口は制限なし 

単独公共下水道（独自に終末処理場を有する下水道） 

公共下水道(狭義) 

流域関連公共下水道（流域下水道へ接続する下水道） 

特定公共下水道 

特定環境保全公共下水道 

簡易な公共下水道 

個
別
処
理
施
設 

自然公園や農山漁村等で計画人口 
1,000人～10,000人 
（公共と同様に単独、流域関連の種別があり、公共接続も可能） 

水質保全上特に緊急な下水道整備を 

必要とする地区で計画人口1,000人未満 

廃棄物の処理 
及び清掃に関 
する法律に 
基づく施設 

農業集落排水施設［農水省］ 

漁業集落排水施設［水産庁］（水産課） 

コミュニティ・プラント［環境省］ 

林業集落排水施設［林野庁］（森林保全課） 

簡 易 排 水 施 設［農水省］（農村振興課） 

小規模集合排水処理施設［総務省］（自治振興課） 

浄 化 槽［環境省］ 

特定の事業活動に利用されるもので 

工場排水量が計画汚水量の2/3以上 

農業振興地域内で計画規模 

20 戸以上 1,000 人以下（原則） 

漁港の背後の漁業集落で計画 

人口 100 人～5,000 人（原則） 

計画人口 101 人以上 30,000 人未満 

特定及び準特定市町村で 

20 戸以上（原則） 

振興山村地域、過疎地域等で 

３戸以上 20 戸未満 

市町村が汚水を集合的に処理 

10 戸以上 20 戸未満（地方単独事業） 

集合処理が非効率な区域等 

  個人設置型：個人等が浄化槽を設置・管理    

 市町村設置型：単年度20戸以上    

浄化槽法に 
基づく施設 

※網掛部分 ： 水環境対策課所管事業 

※[  ] （  ）： 所管省庁・京都府担当課 

 

個 別 排 水 処 理 施 設［総務省］（自治振興課） 
集合処理が非効率な区域等 

単年度 20 戸未満（地方単独事業） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


